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・日本では、不発弾は年間約1500発見され、自衛隊による不発弾処
理が行われている。

保健所と住民、行政が、「カウントダウン型」で対応したリスクアセスメントの実例と
して、2022年に実施した大阪府吹田市における不発弾処理の一連の対応の中で、関係機
関調整と要配慮者対応に着目し、実態を共有する。

・特殊性が高く、根拠法令、費用負担、避難の距離等一貫性がな
く、地域によって対応が様々である。

危機事象対応に従事した職員は、危機を乗り切ったと考えて
しまい、自らや組織の対応内容の検証や将来に備えた評価・
分析を行わない（東田,2011）。

自然災害での被災者対応と不発弾処理対応には共通性がある
と考え、本市危機管理室としては徹底的に記録と分析を行う
こととした。

・そもそも対応過程の記録が少なく、同じ自治体でも対応に一貫
性がない。

1.日本における不発弾処理と吹田市の不発弾処理の概要

地方自治法第１条の２による避難（大阪市，名古屋市等）
▶警察の了解を得て規制区域を設定するため，車両に対しては強制力が及ぶが，人・
自転車は規制の対象外となる.
災害対策基本法第６３条による避難（神戸市，吹田市）
▶市町村長が警戒区域を設定し，立ち入りの制限，当該区域からの退去を命ずること
ができる.また，市長の要求 によって警察官がその職権を行う事ができる.

不発弾処理対応に関する避難の法的根拠
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■カウントダウン型 災害対応
地震災害 ▶発生後の対応

地域防災計画等に定められた事務分掌に基づき庁内における各部局間での各種調整，対応
不発弾処理▶処理日に向けた発生「前」からのカウントダウン型対応

広範な関係機関と処理日に向けた連携，調整が求められる

自然災害での被災者，
不発弾処理時における避難対象者への対応に共通性あり

1.日本における不発弾処理と吹田市の不発弾処理の概要

カウントダウン型リスクアセスメントの実例とした根拠等

地域防災計画に基づく全庁体制のもと，処理日からバックキャストしたカウ
ントダウン型として関係機関との調整や連携を重ねながら意思決定と対応、
当日の避難行動支援まで行った.

不発弾処理対応時における避難対象者への対応手法が，風水害時に援用できる
ものはないか，事前準備や当日記録から抽出し，検討する



全戸
訪問①

全戸
訪問②

全戸
訪問③

大阪府吹田市：約36㎢/約39万人
関係機関：ＪＲ京都線，新幹線，伊丹空港，貨物，
他50機関

大阪市

JR京都線吹田市

警戒区域 約0.3㎢ 約2000名

一般避難者 約1640名
避難行動要支援者 約360名（1.8％）
・特別養護老人ホーム居住者 約50名
・サービス付高齢者住宅居住者 約60名
・在宅で避難行動に支援が必要な方 約230名
・新型コロナウィルス感染者等 約20名

吹田駅

新大阪駅

不発弾だ！

1.日本における不発弾処理と吹田市の不発弾処理の概要

吹田市の不発弾処理過程



■３つの会議体▶密接な情報交換，連携体制のもと一体的な対応
①「危機管理対策会議」本部長(市長)，副本部長(副市長)，庁内各部局長
▶情報共有や各部局の役割確認，市民の不安の解消及び安全の確保に必要な処理に係る対
策の検討,対応方針の内部確認.
②「関係者調整会議」①を除く，関係する全機関から構成
▶不発弾に対する安全措置を講じるための情報共有や処理に関する各種調整

③「不発弾処理対策本部会議」本部長(市長)，副本部長(副市長，吹田警察署長，消防長)
▶不発弾処理に係る全ての方針，対応方法の意志決定

①【庁内調整】
（危機管理対策会議）

②【外部機関との調整】
（関係者調整会議）

③【全体調整・意思決定】
（不発弾処理対策本部会議）

2.不発弾処理に係る関係機関調整と意思決定過程

不発弾処理に係る会議体の構成



■自衛隊との調整
▶処理日,不発弾への安全措置,処理壕,

処理作業に関する協定,当日スケジュール

■交通機関との調整
▶処理日,処理時間帯,警戒区域の範囲(半径と上空)，

報道提供

■警察との調整
▶警戒区域の範囲,交通規制,当日の防犯・警備体制,

立入禁止措置,広報

■庁内部局との調整
▶本部運営,報道対応,要配慮者＋コロナ,戸別訪問,

避難広報・誘導,避難場所運営

組織名 任務内容 

大阪府警察本部（※） 

吹田警察署（※） 

交通規制（予告・通行禁止）・自衛隊との連絡調整 

防犯・警備・立入禁止措置・広報活動 

吹田市（※） 関係機関との連絡調整・避難場所設置 

広報・避難誘導・要配慮者避難 

吹田市消防本部（※） 

吹田市消防団（※） 

消火及び救助・救出 

救急体制・住民避難誘導支援・消防車による広報活動 

吹田市民生・児童委員協議会 

吹田市吹南地区連合自治会 

吹田市社会福祉協議会 

吹田市防犯協会 

警戒区域内住民の避難 

広報活動 

吹田市医師会 広報活動・医療救護 

大阪府危機管理室（※） 吹田市との連絡調整・府民広報・自衛隊との連絡調整 

西日本電信電話株式会社（※） 緊急仮設電話設置 

大阪ガスネットワーク（※） 緊急事態対応 

吹田郵便局（※） 緊急事態対応・郵便業務の停止と再開 

国土交通省大阪航空局（※） 

関西エアポート株式会社 

航空機の飛行規制 

緊急事態対応 

西日本旅客鉄道株式会社（※） 

日本貨物鉄道関西支社（※） 

乗客への広報活動・列車運行停止・緊急事態対応 

利用者への広報活動 

阪急バス株式会社 バス運行調整・乗客への広報活動・緊急事態対応 

関西電力送配電株式会社 現場管理・必要機材提供・緊急事態対応 

陸上自衛隊中部方面隊（※） 不発弾処理 

陸上自衛隊第 3師団司令部（※） 広報・渉外 

 

2.不発弾処理に係る関係機関調整と意思決定過程

関係機関との調整
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「事前」に可視化▶▶▶
部局間での状況認識の統一を図るとともにフェーズごと の進捗管理を通して，業 の「ヌケ・モレ・ムラ」を抑制

■不発弾対応フロー図
▶庁内および庁外の関係機関における役割
の明確化及び組織間連携における他部局
や関係機関との業 の関連性（横串）を
可視化

■不発弾処理実施計画書
▶組織構成,任務分担,警戒区域設定,交
通規制,不発弾処理など11項目で構成。
▶関連資料としてレイアウトや運営スケ
ジュールを添付

2.不発弾処理に係る関係機関調整と意思決定過程

業務可視化と不発弾処理実施計画書策定
大阪府 大阪府 西日本

本部班 統括部 広報班 市民部 救援班 危機管理室 警察本部 旅客鉄道

各機関別行動

計画(案)の作

成と不発弾処

理実施計画書

の作成

動員計画の策

定

6/6

(7週間前）

第1回不発弾

処理対策本部

会議の開催

6/6

(7週間前）

コールセン

ターの設置

7週間前

福祉避難場所

についての協

議

報道機関 各協力団体 市民
大阪空港

事務所

関西電力

送配電
NTT西日本 大阪ガス 吹田郵便局 大東建託

関西エア

ポート
保健医療部 環境部 都市基盤部 消防部 水道部 教育部 議会部 陸上自衛隊 吹田警察署

日本貨物

鉄道
阪急バス福祉部時間軸 対応業務

統括部 市民部
児童部

各機関別行動計画（案）の作成

各機関別行動計画（案）の確定

コールセン
ター設置

住宅相談
窓口設置

コールセン
ター設置に
かかる報告

関係機関へ
の任務分担
業務調査

従事職員数
に関する情
報集約

動員計画の策定

職員配置
について各
部と調整
（受援動
員班）

従事職員
の応援依
頼

不足人員の要請

必要人員の配置

調査表とりま
とめ

不発弾処理
実施計画書
の作成

情報提供

問い合わ
せ対応・内
容共有

HPでQA
の  ・
コールセン
ターの周知

情報を受
け取る

相談

福祉避難
場所所管
施設との
協議

吹田市介護老人保健施設

第1回不発弾処理対策本部会議の 催

報道提供
第4報

情報受け
取り

議員への
報告

報道提供
対応（市
と要調
整）

福祉避難
場所の検
討

撤去日、警戒区域等の決定

図：不発弾処理対応フロー図（撤去日まで）（出典：吹田市不発弾処理対応報告書）



課題▶処理日決定までに時間がかかった ，初めての業 で準備にヌケモレオチの可能性がある
発生要因▶処理主体が決まっていない，関わる機関が多 ，役割分担も明確化されていない

≪フロー図を用いた不発弾処理対応≫

「偶発的に発見された不発弾処理」
・発見場所や不発弾処理隊との調整が処理日の決定
に大きな影響を及ぼす.
・処理日や警戒区域が決定されなければ各種調整も
具体化できず、周辺住民の安全のために必要な防護
壁の設置予算化も進まない.

・関わる機関も多 ,事前調整が重要となる不発弾処
理の実施にあたっては，各機関が「自分事」として主
体的に準備を進めるとともに組織間連携を積極的に
行わなければ対応に「ヌケ・モレ・ムラ」が発生する.

処理までの期間を長期で設定
 準備や対応は高水準で行える.
住民感情の安寧のためには，処理日程と警戒
範囲の決定を優先的に行い短期での処理とする
ことが望ましい.

カウントダウン型対応では，対応フロー図を用い
て時系列で可視化し，共有することで業 の「ヌ
ケ・モレ・ムラ」の抑制に有効であることが確認でき
た.
処理日までの設定が短期となった場合において
も,フロー図を用いることで円滑な調整及び対応
が期待できる.

2.不発弾処理に係る関係機関調整と意思決定過程

まとめ


